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平成19年６月26日

総 務 部 総 務 課

第４次秋田市行政改革大綱の進捗状況について

１ 実施進捗率

全実施項目 １１２項目

平成18年度実施項目 ３４項目（18年度末進捗率：３０．４％）

(参考) 平成19年度実施見込項目 ２３項目（⇒19年度末進捗率：５０．９％）

２ 章別実施状況
※ カッコ内は、（実施項目数／対象項目数）を示すもの

第１章 分権型社会に対応した行政経営システムの確立 【12項目／29項目】

第１節 市政運営における評価と改善のシステム確立と事務事業の見直し

18年度実施 ４項目／13項目

・外部評価手法として秋田市事業仕分け会を試行実施した。

・キッズページを公開し、ホームページによる子供向け情報発信を開始した。

・市営住宅の収入超過者への対応の見直しを行うとともに、国の制度改正を踏ま

えた入居承継基準の見直しを行った。

・市立病院の経営健全化を推進するため、総合医療情報システムの更新、病院中

期経営計画の見直し、未収金対策の強化、診療報酬改定に対応した体制の整備

を行った。

第２節 組織・人事・給与の見直し

18年度実施 ８項目／14項目

・定員適正化計画に基づく適正な定員管理に努めた。

・職員給与および退職手当制度の見直しを行った。

・人事評価制度を全庁的に導入した。

・各種研修の実施等長期的視点に立った人材の育成を図った。

・街の活性化等を図るため市勢活性化推進本部を設置した。

・学校校務員業務について退職者不補充等による適正化を図った。

・学校給食調理員について退職者不補充等による適正化を図った。

・女性消防団員を増やすなど消防団組織の充実強化を図った。

第３節 （仮称）市民サービスセンターの整備

18年度実施 ０項目／２項目



- 2 -

第２章 市民協働による地域経営の実現 【１項目／３項目】

第１節 市民協働の推進

18年度実施 １項目／１項目

・市民協働事例集を作成しホームページへ掲載するなど市民協働の推進に努めた。

第２節 市民力・地域力の発揮に向けた取組の推進

18年度実施 ０項目／２項目

第３章 民間活力の導入（行政の担うべき役割の重点化） 【６項目／19項目】

第１節 民間委託等の推進

18年度実施 ２項目／６項目

・ごみ収集業務について実施計画に基づき民間委託を進めた（直営４台減車、５

台民間委託）。

・病院施設中央監視業務について一部民間委託を実施した。

第２節 指定管理者制度の活用

18年度実施 ２項目／７項目

・指定管理者制度運用基本指針に基づき計画的に指定管理者の導入を進めた。

※平成18年度末時点での導入施設：34施設（うち28施設が、18年度導入施設）

・コミュニティセンター類似施設４施設へ指定管理者制度を導入した。

第３節 行政の担うべき役割の重点化

18年度実施 ２項目／６項目

・市営住宅建替事業が導入可能性調査を踏まえ、ＰＦＩ事業により事業化された。

・秋田市生活バス路線維持対策費補助金の削減等を行った。

第４章 行政コストの総合的管理と受益と負担の適正化 【10項目／37項目】

第１節 行政コストの総合的管理と受益と負担の適正化

18年度実施 ９項目／24項目

・職員互助会への運営費補助金の見直しを行った。

・法定外公共物使用料の適正化について検討を行った。

・秋田市水道施設整備費等補助金を廃止した。

・社会福祉施設振興費補助金の見直しを行った。

・高齢者福祉施設整備資金借入利子補助の見直しを行った。

・基本健康診査および子宮がん検診の自己負担金を引き上げた。

・高年齢者就業機会確保事業費補助金の見直しを行った。

・秋田市勤労者福祉サービスセンターに対する中小企業補助金を削減した。

・公共事業のトータルコスト縮減指針に基づいた設計協議等を実施した。

第２節 自主性・自立性の高い財政運営の確保

18年度実施 １項目／10項目

・納税課内に高額滞納整理室を設置し収納体制の強化を図った。
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第３節 市有財産の有効活用

18年度実施 ０項目／３項目

第５章 事務の電子化と効率化による市民サービス向上（電子自治体の推進）

【１項目／14項目】

第１節 行政サービスの電子化による電子自治体の実現

18年度実施 １項目／14項目

・公共施設案内・予約システムについて、対象施設を増やすとともに携帯電話か

ら利用できるようにするなど利便性の向上を図った。

第６章 安全・安心なまちづくりとコンプライアンスの徹底 【４項目／７項目】

第１節 コンプライアンスの徹底

18年度実施 ０項目／１項目

第２節 危機管理体制の充実・強化

18年度実施 ４項目／６項目

・市民の安全安心を実現するため安全安心対策推進本部を設置した。

・秋田市国民保護協議会による審議等を経て本市国民保護計画を作成した。

・秋田市災害ハザードマップ（洪水避難地図）を作成し、関係機関および全世帯

へ配付した。

・新型インフルエンザ対応マニュアルを実情に合わせて更新し、感染症対策の充

実を図った。

第７章 地方公営企業改革の推進 【０項目／３項目】

第１節 組織・人事・給与の見直し

18年度実施 ０項目／１項目

第２節 経営改革の実施

18年度実施 ０項目／２項目


